
  

１．平成23年３月期第１四半期の連結業績（平成22年４月１日～平成22年６月30日） 

  

  

（２）連結財政状態 

（参考）自己資本   23年３月期第１四半期 百万円   22年３月期 百万円 
  

２．配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無：無 

  

３．平成23年３月期の連結業績予想（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

（注）当四半期における業績予想の修正有無：無 
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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年３月期第１四半期  31,811  6.7  568  －  642  －  779  －

22年３月期第１四半期  29,814  △16.7  △489  －  △448  －  △1,096  －

  
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

23年３月期第１四半期  6  11 － 

22年３月期第１四半期  △8  58 － 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

23年３月期第１四半期  123,240  36,596  26.8  258  98

22年３月期  123,862  36,663  26.8  260  52

33,016 33,213

  
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年３月期 － 2 50 －  2  50 5 00

23年３月期 － 

23年３月期（予想） 2 50 －  2  50 5 00

  （％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計）  71,000  3.0  1,700  146.7  1,600  177.1  600  112.0  4  71

通期  144,000  2.2  3,800  26.2  3,600  27.7  1,400  173.5  10  98



４．その他（詳細は、添付資料３ページ「２．その他の情報」をご覧ください。） 

（１）当四半期中における重要な子会社の異動  ： 無 

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用 ： 有 

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①  会計基準等の改正に伴う変更 ： 有 

②  ①以外の変更        ： 無 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作

成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

  

（４）発行済株式数（普通株式） 

  
  

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する説明 

この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時

点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了していません。 

  

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。実際の業績等に影

響を与える可能性のある重要な要因には、以下の事項があります。なお、業績に影響を与える要因はこれらに限定され

るものではありません。 

(1）市場における経済状況及び製品需給の急激な変動 

(2）新設住宅着工戸数の大幅な変動 

(3）原油、原材料価格の大幅な変動 

(4）米ドル、人民元、リンギット、ニュージーランドドルなどの対円為替相場の大幅な変動 

(5）地震等の自然災害の発生、その他事業活動に混乱を与える可能性のあるもの 

業績予想の前提となる条件等については、添付資料２ページ「１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報 (３)

連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

  

新規 － 社 （社名） － 除外 － 社 （社名） － 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年３月期１Ｑ 130,875,219株 22年３月期 130,875,219株

②  期末自己株式数 23年３月期１Ｑ 3,388,229株 22年３月期 3,387,506株

③  期中平均株式数（四半期累計） 23年３月期１Ｑ 127,487,472株 22年３月期１Ｑ 127,789,529株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第１四半期連結会計期間のわが国経済は、設備投資や個人消費の下げ止まりは見られたものの、欧州の財政危

機の影響により景気の先行きの不透明感が強まるなど、予断を許さない状況が続きました。 

 住宅業界におきましては、平成22年１～３月の新設住宅着工戸数が、18万6,486戸（前年同期比6.6％減）と回復

は見られず、依然として厳しい環境となりました。また、４月の新設住宅着工戸数は17ヶ月ぶりに前年同月を上回

りましたが、５月には再び前年同月を下回り、結果として平成22年４～５月の新設住宅着工戸数は12万6,479戸

（前年同期比2.0％減）と引き続き低い水準で推移しております。 

 このような経営環境のもと、当社グループは、新設住宅着工戸数のみに依存しない事業構造を構築し、成長が見

込まれる市場・分野を開拓するために、積極的な組織改編を行いました。リモデル市場につきましては、需要の掘

り起こしとショールーム戦略の一端を担う組織として「販売促進部」を新設しました。産業資材市場につきまして

は、新規顧客の開拓と新たな製品用途を開発する組織として「新規開発事業部」を新設しました。海外市場につき

ましては、重点攻略エリアである東アジアにおいて、国内の販売ノウハウを活かした流通ネットワークの確立を担

う組織として「東アジア営業部」を新設するとともに、海外事業の中心組織である「海外営業部」及び「ＭＤＦ事

業部」の拠点を、それぞれ東京からシンガポール及びマレーシアに移転し、地域に密着した事業戦略をとることで

市場対応力を強化しました。 

 製品別では、エコ素材（インシュレーションボード、ダイロートン、ＭＤＦ、ダイライト、ハードボード、エコ

台板）を拡販品目の中心とした販売戦略を展開し、５月に内装建材業界のエコ化推進と相互の強みを活用するた

め、パナソニック電工株式会社と生産・調達面での業務提携を締結しました。本提携により、同社への当社エコ素

材（主にＭＤＦ）の供給によるエコ事業の拡大のほか、材料・部材の共同購買や相互ＯＥＭ生産による生産効率の

向上など、コスト競争力の強化を図ります。 

 この結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高318億11百万円（前年同期比6.7％増）、営業利益５億68

百万円（前年同期は営業損失４億89百万円）、経常利益６億42百万円（前年同期は経常損失４億48百万円）、四半

期純利益７億79百万円（前年同期は四半期純損失10億96百万円）となりました。  

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 当第１四半期連結会計期間末の資産につきましては、現金及び預金が増加しましたが、受取手形及び売掛金や投

資有価証券が減少したこと等により前連結会計年度末比６億22百万円減の1,232億40百万円となりました。有利子

負債は、前連結会計年度末比１億14百万円増の395億22百万円となりました。純資産は、四半期純利益により利益

剰余金が増加したものの、保有株式等の時価評価額が下落したこと等により、前連結会計年度末比66百万円減の

365億96百万円となりました。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 今後につきましては、若干の景気回復の兆しが見られるものの、個人消費における回復の足取りは鈍く、楽観で

きない状況が続くものと予想されます。新設住宅着工戸数につきましても、住宅取得を促進する各種施策が追い風

となり、持家は持ち直し傾向ではありますが、全体戸数を押し上げるまでには至らず、引き続き低水準での推移が

予想されます。 

 このような環境ではありますが、当社グループは、引き続き企業体質の強化を進めるとともに、リモデル市場を

はじめとする新規市場の開拓、エコ素材事業の拡大を進め、売上拡大を図ってまいります。 

 なお、業績予想につきましては、平成22年５月17日に公表いたしました「平成22年３月期 決算短信」に記載の

連結業績予想から変更はございません。 

  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報



（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

 たな卸資産の実地棚卸の省略 

 当第１四半期連結会計期間末における棚卸高は、前連結会計年度に係る実地棚卸高を基礎として、合理的な方法

により算定しております。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

① 会計処理基準に関する事項の変更 

（資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を

適用しております。 

 これにより、営業利益及び経常利益はそれぞれ０百万円減少し、税金等調整前四半期純利益は11百万円減少し

ております。 

  

② 表示方法の変更 

（四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適

用により、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

  

２．その他の情報



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 12,512 10,987

受取手形及び売掛金 27,024 28,025

商品及び製品 11,499 10,817

仕掛品 1,902 1,652

原材料及び貯蔵品 3,415 3,323

半成工事 1,022 850

繰延税金資産 1,268 1,024

その他 2,821 3,556

貸倒引当金 △129 △148

流動資産合計 61,338 60,090

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 11,550 11,665

機械装置及び運搬具（純額） 12,062 11,951

土地 15,859 15,505

建設仮勘定 271 700

その他（純額） 1,789 1,724

有形固定資産合計 41,533 41,548

無形固定資産   

のれん 1,161 1,182

その他 768 762

無形固定資産合計 1,929 1,945

投資その他の資産   

投資有価証券 8,587 9,698

前払年金費用 3,145 3,229

繰延税金資産 4,585 5,274

その他 2,941 2,900

貸倒引当金 △857 △865

投資その他の資産合計 18,402 20,236

固定資産合計 61,864 63,730

繰延資産 37 40

資産合計 123,240 123,862



（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 15,573 15,187

短期借入金 15,115 14,266

1年内返済予定の長期借入金 5,322 4,903

未払金 20,128 21,030

未払法人税等 277 794

賞与引当金 957 1,552

事業構造改善引当金 101 111

事務所移転損失引当金 62 75

その他 4,653 3,445

流動負債合計 62,192 61,366

固定負債   

社債 5,000 5,000

長期借入金 13,696 14,842

繰延税金負債 1,518 1,510

製品保証引当金 95 137

退職給付引当金 3,005 3,163

環境対策引当金 161 161

負ののれん 125 128

その他 847 889

固定負債合計 24,450 25,832

負債合計 86,643 87,199

純資産の部   

株主資本   

資本金 13,150 13,150

資本剰余金 11,850 11,850

利益剰余金 9,478 9,018

自己株式 △730 △730

株主資本合計 33,748 33,288

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △645 125

繰延ヘッジ損益 8 △9

為替換算調整勘定 △95 △191

評価・換算差額等合計 △732 △75

少数株主持分 3,579 3,449

純資産合計 36,596 36,663

負債純資産合計 123,240 123,862



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 29,814 31,811

売上原価 21,935 22,908

売上総利益 7,879 8,903

販売費及び一般管理費 8,368 8,335

営業利益又は営業損失（△） △489 568

営業外収益   

受取利息 11 6

受取配当金 107 116

負ののれん償却額 2 2

持分法による投資利益 13 11

その他 156 194

営業外収益合計 292 332

営業外費用   

支払利息 162 159

売上債権売却損 35 29

その他 53 68

営業外費用合計 251 257

経常利益又は経常損失（△） △448 642

特別利益   

固定資産売却益 － 1,231

国庫補助金 47 －

貸倒引当金戻入額 9 22

事業構造改善引当金戻入額 10 －

その他 2 －

特別利益合計 69 1,253

特別損失   

固定資産除却損 30 18

固定資産圧縮損 47 －

投資有価証券評価損 19 180

貸倒引当金繰入額 249 －

製品保証引当金繰入額 525 －

債務保証損失引当金繰入額 90 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 11

その他 － 2

特別損失合計 961 212

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△1,340 1,684

法人税、住民税及び事業税 107 274

法人税等調整額 △344 596

法人税等合計 △236 871

少数株主損益調整前四半期純利益 － 812

少数株主利益又は少数株主損失（△） △7 33

四半期純利益又は四半期純損失（△） △1,096 779



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△1,340 1,684

減価償却費 965 939

固定資産除却損 30 18

固定資産売却損益（△は益） － △1,231

投資有価証券売却損益（△は益） － 1

投資有価証券評価損益（△は益） 19 180

のれん償却額 31 18

貸倒引当金の増減額（△は減少） 202 △26

賞与引当金の増減額（△は減少） △544 △595

事業構造改善引当金の増減額（△は減少） △512 △9

事務所移転損失引当金の増減額（△は減少） △13 △12

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） 90 －

製品保証引当金の増減額（△は減少） 504 △42

退職給付引当金の増減額（△は減少） 72 △73

受取利息及び受取配当金 △119 △122

支払利息 162 159

為替差損益（△は益） △59 △32

持分法による投資損益（△は益） △13 △11

売上債権の増減額（△は増加） 1,263 1,386

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,972 △1,152

仕入債務の増減額（△は減少） △5,519 △624

未払費用の増減額（△は減少） 1,233 1,335

その他 2,358 212

小計 △3,159 2,000

利息及び配当金の受取額 122 122

利息の支払額 △98 △98

法人税等の支払額 △846 △901

営業活動によるキャッシュ・フロー △3,981 1,123

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の増減額（△は増加） △14 △0

有形固定資産の取得による支出 △794 △879

有形固定資産の売却による収入 2 1,424

投資有価証券の取得による支出 △0 △0

投資有価証券の売却による収入 7 377

その他 △64 △205

投資活動によるキャッシュ・フロー △864 716



（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,883 725

長期借入れによる収入 500 400

長期借入金の返済による支出 △95 △1,119

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △2 △8

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △319 △318

少数株主への配当金の支払額 △14 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,952 △320

現金及び現金同等物に係る換算差額 110 4

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,782 1,523

現金及び現金同等物の期首残高 9,730 10,935

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 4 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 7,953 12,459



 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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